
約束２-(3)

約束２-(3)

Ⅰ　４年間の総括

ひろさき農業・産業おこしに取り組みます【商工業振興】

めざす姿
にぎわい創出による商業・サービス業の活性化と、地域資源を活かした工業の振興により、雇
用拡大が図られます。

主な取組と成果

・地元生産品の普及啓発・消費拡大を図るため、「BUYひろさき推進本部」を設置し、普及啓発活動を展開するとともに、
「地元生産品購入の手引き」を作成し、公共調達の際の地元生産品の購入促進を図りました。また、伝統産業の振興のた
め、新たにクラフトコーディネーターを登用し、新商品の開発（1件）や新たなビジネスマッチングを図りました。

・商業環境の悪化や活力の低下が懸念される中心市街地に賑わいを取り戻すため、中心市街地活性化基本計画をもと
に、関係団体と連携しながら空き店舗対策や賑わい創出に資する各種事業に取り組みました。これまで27店舗が市の支
援制度を活用して新たに空き店舗に出店するなど、中心商店街空き店舗率は8.5%まで減少しました。

・農商工連携や6次産業化を促進するため、外部の専門家を活用しながら、商品開発等に係るアドバイスやコーディネート
活動を実施するとともに、生産者と商工業者との交流や販路開拓の支援などを行いました。農商工連携等振興施策の展
開による商品化数は累計63件を数え、高い成果を上げています。また6次産業化・地産地消法の事業計画の認定件数が
東北最多となるなど、積極的に取り組む事業者が増加してきました。

・ものづくり産業の振興を図るため、ものづくりコーディネーターによる中小企業者の課題解決や企業間連携の促進、補助
制度による研究開発支援及び展示商談会での域外への販路開拓支援を展開しました。技術開発等支援件数は累計22
件となりました。

・当市への企業・団体の立地を図るために、首都圏在住の当市ゆかりの方々を中心とした「ひろさき仕事おこし応援隊」を
結成し、企業誘致のみならず、市内企業のビジネスチャンスにつながる情報などを応援隊を通じて収集しました。また、当
市への企業等立地を促進するため、県や応援隊、関係機関から情報収集を行い、企業や団体を訪問し、当市の各種優
遇制度等や雇用環境をＰＲし誘致活動に取り組みました。企業誘致件数は4年間で2件となっています。

・各種仕事おこし施策を展開することにより、新たなビジネスや雇用の創出が図られた（4年間でのべ69人）ほか、起業を目
指す方が出店しやすいようなチャレンジショップなどの店舗環境を整備する事業者を支援する「店舗シェアリング支援事
業」を実施し、これまでに21店舗が新規出店し、このうち7店舗が独立開業しています。また、「ひろさきビジネス支援セン
ター」を設置し、専門家による創業・起業に関する個別支援や研修会等を開催することにより、地域における創業支援の
環境整備が図られ、目標を上回る起業家（累計15人）が輩出されるなど取り組みの成果が現れています。

・弘前シティプロモーションを推進するために、弘前の情報を集約したチラシを作成し、個人又は団体・企業を対象に、弘
前ＰＲ応援サポーター及び行政機関や各団体が協働で様々な機会にチラシ配布を行い、当市の認知度やブランド力向
上を図りました。
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課　　題

・経営計画における人口減少対策に取り組むうえで、商工業振興分野においては、重点プロジェクトに掲げる働く場を創
出するための7つの取り組みを推進し、安定した雇用の確保と市民所得を増大させ、若者の転出を抑制し、転入を促進す
ることで定住人口の増加を図っていく必要がありますが、施策のＰＲが不十分で制度周知が十分図られていません。

・価格競争激化に加え、円高・円安などの為替変動や原料燃料価格の高騰・高止まりなど、外部環境が変化している状況
の中で、部品供給にとどまらず最終製品の開発など、製品の付加価値を高める新しい市場を開拓する重要性が高まって
います。しかしながら、事業者の開発、営業、企画部門等の人材不足や老朽化した設備、狭隘な生産拠点、資金力の不
足など、乏しい経営資源がネックとなっているため、業績拡大に向けた投資への対応・支援が課題となっています。

・当市の地元生産品（物産）の製造・販売は、人口減少やデフレの影響による消費・購買力の低下やライフスタイルの変化
への適応の遅れなどにより、売上が低迷し非常に厳しい状況におかれています。このため、事業者の意識改革を図るとと
もに販売拠点を整備し、当市を訪れる観光客やビジネスマンへの販売力を強化するとともに、市外・県外への販路開拓・
拡大に積極的に取り組んでいくための組織体制の強化や、販売力強化のためのノウハウの取得など事業者の資質向上が
必要とされています。

・空き店舗を解消するための活用支援事業や店舗シェアリング支援事業などの施策を講じたことにより、中心商店街の空
き店舗率が低下するとともに、各種イベントの実施による賑わい創出により中心商店街の賑わいは回復しつつありますが、
通行量調査の結果からみても完全に戻ったとはいえない状況にあります。少子高齢化の進展による人口の減少や大型商
業施設の郊外立地などによる中心商店街からの人離れに適応するためには、「買いたいモノが買える」「買いたいモノが
売っている」「おいしいモノが食べられる」というような魅力ある店舗がいたるところにあり、切れ目のない連続性のある商店
街の形成が必要とされています。このためには、事業者の意識改革を図りながら、自立を促すとともに、消費者ニーズを的
確に把握し商品構成を行うなど個店の魅力アップを図り、社会・経済環境に適応していかなければなりません。

・企業誘致を取り巻く環境は、円高の影響や人件費の高騰などによる生産拠点の海外シフトや再編・集約化により国内で
の新規の立地は低水準で推移しており、非常に厳しい状況となっていることから、地方へ進出意向のある企業の発掘、既
に立地している企業の事業拡大へ対応するための実効性のある優遇制度の整備や産業用地の確保、そしてそれらを迅
速かつ戦略的に推進する体制の強化が課題となっています。

・起業・創業件数は順調に推移しているものの、社会的ニーズが多様化する中、新規創業や事業の多角化による新たなビ
ジネスの創出をより一層促進させるために実効性のある施策や環境整備が求められています。

- 52 -



約束２-(3)

【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：産業育成課

【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：産業育成課

【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：産業育成課

・大手企業の海外移転などを背景に中小企業の経営環境が
厳しくなってきている中、中小企業の付加価値の高いものづ
くりを促すため、国では、戦略的基盤技術高度化支援事業
やものづくり補助金といった大型事業が創設され、ものづくり
産業への支援策が厚みを増してきています。

・類似の支援事業として、（公財）21あおもり産業総合支援
センターの「あおもり元気企業チャレンジ助成事業」があり、
交付件数（弘前市分）は13件（H22～H25）となっております。
※内容・予算規模等が同一ではないため、単純比較はでき
　ません。

②農商工連携等振興施策の展開による商品化数（累
計）34件を目指します。・施策の取り組みにより平成25年度までの商品化件数は、目

標値34件を29件上回る63件を達成しました。専門家派遣事
業によるアドバイスや補助制度の拡充など仕組みが整備され
たことで、商品開発に挑む事業者が増えたことが要因です。

・経済が低迷する中、商工業者の生産性向上や生産者の所
得向上などを図るため、いわゆる農商工連携促進法や6次産
業化法が施行されました。国の予算も増額し、地域の農産物
の加工・販売に対する機運が一層高まりました。

・農産物の加工・販売への取組みを裏付ける関連指標とし
て、国の6次産業化・地産地消法に基づく事業計画の認定が
ありますが、当市の13件を筆頭に、板柳町6件、青森市、黒
石市、深浦町、東北町が4件と続いており、県内・東北でも最
多となっています。

③技術開発等支援件数（累計）20件を目指します。
・企業の研究開発を支援する補助施策により、目標件数20件
に対し、累計22件で2件上回りました。

・平成26年10月における有効求人倍率（原数値）は、高い順
に八戸管内1.09倍、三沢同1.00倍、青森同0.99倍、十和田
同0.99倍、弘前同0.96倍などとなっており、当管内における
雇用情勢は改善基調が続いているものの、依然として低い
水準にあります。

「めざす姿の達成状況を示す指標」の分析

①施策の取り組みによる新規雇用（累計） 391人を目指
します。・商工業、農林業、観光各分野の施策の取り組みによる新規

雇用の目標値391人に対して累計466人となり、全体で目標
値を75人上回りました。

・平成26年10月の有効求人倍率（季節調整値）は、青森県
0.77倍、全国1.10倍で、依然として地域格差が大きくなって
おり、国ではこのような課題に対応するための雇用対策の推
進や、正社員就職促進など、雇用情勢の改善に向けた取り
組みを進めることとしています。
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【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：産業育成課

【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：商工政策課

【結果説明】

【社会経済動向等】

【県・他都市等の状況】

資料：産業育成課

・人口の減少、デフレ経済の長期化を要因とした国内市場規
模の縮小や海外製品との競合激化などにより、国内における
企業の投資は低迷し、工場の立地件数は低水準で推移して
おります。また、事業所の縮小や集約化の動きもみられま
す。

・県内の製造業を営む事業所数及び従業員数については減
少傾向にありますが、当市の誘致企業の従業員数は上昇傾
向を維持しております。
≪県内製造業の事業所数・従業員数≫
　　　　　事業所数　従業員数
　H22　　1,561社　　58,019人
　H23　　1,558社　　54,912人
　H24　　1,514社　　56,037人
　H25　　1,470社　　55,321人

⑥誘致企業における従業員数5,560人を目指します。
・新たに誘致した企業の事業所開設や立地企業の事業拡大
により、目標5,560人に対し5,978人の結果となり、418人目標
を上回りました。

「めざす姿の達成状況を示す指標」の動向と分析

④起業化支援施策の展開による起業家創出数（累計）
15人を目指します。・平成22年度に仕事おこし推進事業を創設したほか、平成24

年度からは創業・起業支援拠点を設置し、起業家の発掘・支
援に取り組んだ結果、目標件数15件を達成しました。

・国の創業促進補助金創設や女性の社会進出支援といった
創業・起業に対する環境整備が進みました。

・青森県内における創業・起業支援拠点施設
　青森市 2か所、弘前市 １か所、八戸市 １か所
・起業家創出数（累計）
　(H22) 8件、(H23) 16件、(H24) 45件、(H25) 88件

⑤中心商店街空き店舗率8.5%を目指します。
・空き店舗への出店支援や空き店舗情報の収集・提供など
に取り組んだ結果、空き店舗の活用が促進され、実績値が
目標値と同値の8.5％まで減少しました。

・少子高齢化の進展や商業施設等の郊外移転により中心市
街地における空き店舗、未利用地の増加に歯止めが掛かっ
ていない状況の中、国では平成26年7月に「中心市街地の活
性化に関する法律」の一部改正を行い、中心市街地の一層
の活性化を図ることとしています。

・県が実施した「平成25年度空き店舗調査」では、県全体（県
内8市の合計）の空き店舗率が17.8％で、当市以外の空き店
舗率が10～20％台であるのに対し、当市は10％未満で最も
低い数値となっています。
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実績値 12.0 12.0 9.6 8.5

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

中心市街地空き店舗率  

（％） 

H22 H23 H24 H25

目標値 0 0 5,540 5,560

実績値 5,503 5,750 5,580 5,978

5,400

5,500

5,600

5,700

5,800

5,900

6,000

誘致企業の従業員数  

（人） 

H22 H23 H24 H25

目標値 2 6 10 15

実績値 2 7 10 15

0

5

10

15

20 起業家創出数（累計）  

（件） 

- 54 -



約束２-(3)

関連指標

有効求人倍率（弘前公共職業安定所管内）年平均 第３次産業の総生産額

市内製造業の製造品出荷額 新規求人数（弘前公共職業安定所管内）
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Ⅱ　今後の方向性

取組の方向性

・経営計画における人口減少対策に取り組むうえで、商工業振興分野においては、重点プロジェクトに掲げる7つの取り組
みを推進し、安定した雇用の確保と市民所得を増大させ、若者の転出を抑制し、転入を促進することで定住人口の増加を
図るために効果的な施策のＰＲに努めていきます。

・地域を牽引する産業を明確にし、競争力を高めるために集中的な支援を講じていきます。具体的には、農産物などアド
バンテージのある地域資源を活用した「食産業」、将来的な成長分野であり、大学や大学病院などのアドバンテージを活
かした「精密・医療産業」、既に一定の集積がある「アパレル産業」を重点産業と位置付け、ヒト・モノ・カネなど不足している
経営資源を補い、事業拡大に取り組む企業連携を促進させていきます。

・めざす姿の達成状況を示す指標の「施策の取り組みによる新規雇用の増加」に向けては、企業の雇用意欲を高めるうえ
で重要となる取り組み、特に７つの重点プロジェクトを確実に進める必要があります。

・「農商工連携等振興施策の展開による商品化数増加」及び「技術開発等支援件数増加」に向けては、重点3分野（食産
業、精密・医療産業、アパレル産業）の産業育成、振興の強化方針を決定し、これを推進するためのさまざまな施策を講
じ、商品開発力や販売力の強化、産業人材の育成を図っていきます。

・「起業化支援施策の展開による起業家創出数の増加」については、産業競争力強化法に基づく「創業支援事業計画」を
策定し、起業・創業に向けた支援体制や支援制度を整備することにより、地域における新たなビジネスの創出と地域活性
化の促進を図っていきます。

・「中心商店街空き店舗率減少」に向けては、消費者ニーズを的確に把握し、商業者、行政、関係機関等が一体となって
個店の魅力アップとイベントによる賑わい創出を図ることにより、連続性のある中心商店街の形成を図っていきます。

・「誘致企業における従業員数増加」に向けては、体制の強化を図りながら、企業誘致制度及び工場の新・増設、生産性
を高めるための取り組みへの支援策を整備するとともに、産業用地の確保に向けた調査研究をすすめ、重点3分野を中心
とした産業振興を図ることにより、誘致活動に結びつけていきます。

・地元生産品（物産）の販路拡大・販売促進については、事業者の意識改革を図るとともに販売拠点を整備し、当市を訪
れる観光客等への販売力を強化するとともに、市外・県外への販路開拓・拡大に積極的に取り組んでいくための組織体制
の強化を図っていきます。

経営計画への反映等

・重点プロジェクトに掲げる、市外からの移住促進、大学生の市内定住促進や働く場の創出に向けては、「学生発ベン
チャー創出支援事業」、「中心市街地雇用促進支援事業」、「中小企業事業拡大総合支援事業」、「ひろさきUJIターン起
業支援事業」、「建設業若年者入職促進・人材育成事業」、「若年者と女性のための資格取得支援事業」、「正規雇用等転
換奨励金」を新たに実施します。

・「農商工連携等振興施策の展開による商品化数増加」に向けては、「重点３分野の強化」施策の事業で「食産業育成事
業」を継続するとともに、さくら酵母や白神酵母を活用した新商品開発の支援事業を構築するため、「白神酵母・さくら酵母
等ブランド化推進事業」を新たに実施します。

・「技術開発等支援件数増加」に向けては、「ものづくりコーディネート事業」及び「企業技術者派遣事業」を統合し、「重点
3分野の強化」施策の事業で「精密・医療産業育成事業」に替えて実施するとともに、新たに「精密加工技術高度化事業」
を実施し、精密・医療産業創出のための技術及び研究開発支援とします。

・「起業化支援施策の展開による起業家創出数の増加」については、ひろさきビジネス支援センターを拠点とする、伴走型
の起業支援が効果的であることから、「起業・創業支援拠点運営事業」を継続するとともに、「新分野チャレンジ支援事
業」、「学生発ベンチャー創出支援事業」及び「ひろさきＵＪＩターン起業支援事業」を新たに実施します。

・「中心商店街空き店舗率減少」に向けては、「魅力ある商業地域の形成」施策の事業の中で、引き続き空き店舗活用の
促進を図るため、「空き店舗活用支援事業」、「店舗シェアリング支援事業」を継続し、空き店舗への出店を支援します。

・「誘致企業における従業員数増加」に向けては、「重点関連産業等の企業誘致」施策の事業の中で、「企業立地推進事
業」を継続し、進出する企業への優遇制度を拡充し、地域産業の強化を図る分野を中心に誘致活動を行います。また「企
業誘致圏域連携事業」を継続し、圏域が一体となり情報発信をするなど企業誘致のための活動を行います。

・地元生産品（物産）の販路拡大・販売促進に向けては、物産協会の機能強化を支援し、物産展の新規開拓に積極的に
取り組むなど連携を強化するとともに、「BUYひろさき運動」、「まちなかクラフト村づくり推進事業」、「ひろさき工芸品販路
開拓・拡大支援事業」も含め総合的に取り組んでいきます。
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約束２-(3)

No. 項目 自己評価

進捗率

Ａ

事務事業名 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

実施内容 7件 3件 4件 3件

74 55 0 27

総括

経営計画
への反映等

No. 自己評価

進捗率

Ａ

達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

22,879 90,382 67,465 8,500

事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

（A）

H22 H23 H24 H25

- - - -

総括

経営計画
への反映等

事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

15人 46人 63人 69人

総括

経営計画
への反映等

会議の意見や提案が施策等に反映された件数　2件/
年

　地域の企業、大学、金融機
関及び関係機関等から、当
市の産業振興や震災後の地
域経営等に向けた意見等を
伺う「ひろさき産業振興会議」
を開催し、今後の施策展開の
ための参考とする。

決算額

　当市産業振興の方策や課題等について、各産業関係者等の意見等を反映した施策展
開が実現するなど所期の目的を達成したと考えます。今後は、地域の産業力向上のため育
成する産業の強化方針策定に向け、テーマを明確にした専門的な協議を行うこととしてい
ます。

　産業政策全体の中で育成する産業毎の強化方針を策定するための関係者協議（産業別
協議会）を経営計画に位置付け、事業内容を変更して実施します。
　経営計画：「産業競争力推進事業」

平成25年度実施内容

2-(3)-1
産学官金の連携による”ひろ
さき産業振興会議”の設置

　市内大型商業施設の店長らによる、市内商業の活性化に関する意見交換会を行ったこと
から、「工程表どおり実施」と評価しました。

　会議の意見や提案が施策等に反映された件数が3件/年となり、目標を「達成」と評価しま
した。ひろさき産業振興会議開催

事業
目標

項目 平成25年度実施内容

2-(3)-2

“仕事おこしプロジェクトチー
ム”（しごとづくり、新産業創
造、雇用対策などを担当）の
設置による仕事づくり施策
（オンリーワン技術の活用な
ど）の積極的展開

　平成22年7月、商工労政課内に仕事おこし・雇用支援室を設置し、各種仕事おこし施策
を展開しており、施策を構成する2事業について、それぞれ「工程表どおり実施」との評価に
なっていることから、施策全体としても「工程表どおり実施」と評価しました。

　各種仕事おこし事業の実施により、新たなビジネスや雇用の創出が図られ、事業実施に
よる雇用創出数が目標を上回っており、施策を構成する事業について「達成」との評価に
なっていることから、施策全体として目標を「達成」と評価しました。民間事業者の独立採算
へ徐々に移行したことにより、決算額は減少しています。

決算額

(2)仕事おこし・雇用創出事業

　「仕事おこし雇用づくり補助金」では、平成24年度採択分1件の継続支援に加え、7月に
新規分の公募を行い、1件を採択支援しました。そのほか「農産加工ビジネス補助金」7件、
「研究開発支援補助金」5件を支援し、新たな仕事おこし及び雇用創出のための事業を実
施しており、「工程表どおり実施」と評価しました。

平成25年度実施内容

(1)仕事おこし・雇用支援室設
置

　平成22年7月、商工労政課内に仕事おこし・雇用支援室を設置し、各種仕事おこし施策
を展開しており、「工程表どおり実施」と評価しました。

【平成22年度取組済み】
　平成22年7月に「仕事おこし・雇用支援室」（現「産業育成課」）を設置しました。

　「仕事おこし・雇用支援室」
を設置し、しごとづくり、新産
業創造、雇用対策などを積
極的に実施する。

目標

-

　「仕事おこし雇用づくり補助金」の新規採択分2名と継続分3名に加え、「農産加工ビジネ
ス補助金」による雇用創出1人を加えて69人となったことから、目標を「達成」と評価しまし
た。

　失業者等を雇用し、地域課
題等に対応した民間提案型
のビジネス・プランに対し、資
金的支援をすることによって、
新たな仕事づくりと雇用創出
を図る。

目標

事業実施による雇用創出数（H22～H25） 69人（延人
数）

　新規雇用を前提とした新たな仕事おこし支援事業として4年間実施し、雇用施策として一
定の成果があったものと考えられます。

　新規事業の採算性や継続性を高めるため、ビジネスプランコンテストを通じた新しい支援
の仕組みを構築しました。
　経営計画：「新分野チャレンジ支援事業」

　地域における経済及び雇用が低迷する中、国の緊急雇用対策事業や市独自の仕事おこ
し・雇用創出事業等を実施し、地域の雇用を下支えしました。

　食、精密・医療、アパレルといった3分野を中心とした産業振興を図るため、産業育成課と
改組しました。
　経営計画：「産業競争力推進事業」

平成25年度実施内容
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約束２-(3)

No. 項目 自己評価

進捗率

A

事務事業名 達成率

C

H22 H23 H24 H25

- 8件 5件 6件

実施内容 900 1,873 1,343 1,500

総括

経営計画
への反映等

No. 項目 自己評価

進捗率

A

事務事業名 達成率

A

H22 H23 H24 H25

12件 16件 27件 20件

実施内容 389 390 354 453

総括

経営計画
への反映等

2-(3)-4
首都圏等在住の弘前市ゆか
りの人々をメンバーとする企
業誘致応援隊の結成

　ひろさき仕事おこし応援隊との情報交換会の開催や個別訪問を実施しました。また、隊員
からのメールを通じた情報提供などによる情報収集を行いました。以上のことから「工程表
どおり実施」と評価しました。

平成25年度実施内容

2-(3)-3
“ＢＵＹひろさき”運動（地元
産品活用の公共調達を促
進）

　平成25年7月に「ＢＵＹひろさき推進本部」を設置し、広報やコミュニティＦＭを活用したり、
市内外のイベント等でのぼり旗やポケットティッシュなどの販促グッズを使って、ＢＵＹひろさ
き運動及び地元生産品のＰＲを行ったほか、公共調達における地元生産品の購入を促進
するため、「地元生産品購入の手引き」を作成し、庁内に周知を図ったことから、「工程表ど
おり実施」と評価しました。

　伝統工芸品等活用促進事業費補助金の交付事業所数が、目標の10件/年に対し6件/年
であったことから、目標を「未達成」と評価しました。

ＢＵＹひろさき運動推進事業 目標

補助金交付事業所数　10件/年

　訪問及び情報交換会を実施などにより、目標の情報提供件数20件に対し、20件の情報
提供を得ることができたことから、目標を「達成」と評価しました。

ひろさき仕事おこし応援隊結
成 目標

応援隊からの情報提供件数 20件/年

決算額

決算額

　地産地消を推進し、地場産
業の振興を図るため、BUYひ
ろさき推進本部を設置し、普
及啓発活動を展開するととも
に、地場産品（伝統工芸品）
の購入・活用を支援する。

　BUYひろさき運動については推進本部の設立に時間を要し、これまで主だった活動でき
なかったことから、今後はより目に見える形で、地元生産品の普及・啓発及び消費拡大・販
路拡大事業に取り組んでいきます。
　また伝統工芸品等活用促進事業費補助金については、伝統工芸品等の販路拡大には
一定の効果が得られたものの、補助対象を飲食店・宿泊施設に限定したことで利用者が固
定化され、交付事業所数が伸び悩んだことから、今後はより多くの店舗等が活用することが
できるよう、補助対象を拡大するなど、制度の見直しを図っていきます。

　今後も地元生産品の愛用による地場産業の育成と地元購買を促進する必要があることか
ら、経営計画に位置付け、継続して実施するとともに、「物産振興対策事業」、「ひろさき工
芸品販路開拓・拡大支援事業」と連携した事業に取り組みながら全市的な物産振興を図っ
ていきます。
　経営計画：「物産の販路拡大・販売促進事業」

平成25年度実施内容

　弘前への企業・団体の立地
を図るために、首都圏在住の
弘前市ゆかりの方々を中心と
した応援隊を結成する。
　また、企業誘致のみなら
ず、市内企業のビジネスチャ
ンスに繋がる情報など、応援
隊を通じて収集する。

　平成23年2月に「ひろさき仕事おこし応援隊」を結成し、平成25年度末では17名を隊員と
して委嘱しています。これまで、情報交換を通じ、隊員からの提案や人材の紹介など、幅広
い分野で協力をいただいてきており、応援隊の存在意義は高いものと判断しています。今
後、隊員の拡充や隊員の活用方法などが検討課題であると考えています。

　これまでの情報交換に加え、ひろさき仕事おこし応援隊と地元経済界との交流の機会を
創出します。様々な分野において、地元企業とのネットワークが構築できるような事業を盛り
込み、事業内容の拡充を図ります。
　経営計画：「企業誘致推進事業」
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約束２-(3)

No. 自己評価

進捗率

A

達成率

A

H22 H23 H24 H25

0 0 0 0

事務事業名 自己評価

進捗率

A

実施内容 達成率

A

H22 H23 H24 H25

- 91,000枚 200,000枚 400,000枚

0 0 0 0

総括

経営計画
への反映等

事務事業名 自己評価

進捗率

A

実施内容 達成率

A

H22 H23 H24 H25

- - 2,500枚 43,000枚

- - - 289回

0 0 0 0

総括

経営計画
への反映等

No. 項目 自己評価

進捗率

A

事務事業名 達成率

企業・団体立地推進事業 C

実施内容 H22 H23 H24 H25

1件 1件 2件 2件

21件 20件 24件 26件

879 645 835 1,160

総括

経営計画
への反映等

　平成25年度までに累計691,000枚となったため、目標を「達成」と評価しました。

（１）市の新たな財源を確保す
るとともに、民間事業者等の
事業活動を推進し、地域経
済の活性化と市民サービスの
向上に寄与するため、広告を
掲載した封筒を寄附（無償提
供）してもらう。寄附された封
筒は、市が公文書などの発
送に使用する。

目標

項目 平成25年度実施内容

官民一体型での弘前情報チ
ラシ作戦（通販や市役所郵便
への添付）

　施策を構成する2事業について、それぞれ「工程表どおり実施」と評価しました。

　施策を構成する2事業について、それぞれ目標「達成」と評価しました。

配付枚数　300,000枚(H25)
100,000枚（Ｈ23）、200,000枚（Ｈ24）

決算額

　窓口などで使用する封筒を順次、広告入り封筒に変更したことで、約2,470,000円の経費
削減に貢献したものと考えられます。

　本事業は市の経費削減のほか、市外の企業などに対して当市をPRすることが出来る有効
な手段でもあることから、市外向けに対応したデザインなどの工夫も重ねながら継続してい
きます。

訪問企業・団体数 20件/年

決算額

　近年、国内の企業立地は低迷を続ける中、地方への誘致は厳しい状況にあり目標を達成
できませんでしたが、企業誘致は多くの雇用創出が図られるなど、地域振興にとって有効
な方策であることから、継続して取り組む必要があります。今後、企業誘致を促進するため、
優位性の高い優遇制度やターゲット産業の絞り込みなどを検討します。

　誘致企業への優遇措置を拡充し、食、精密・医療及びアパレル産業など、地域産業の強
化を図る３分野を中心に誘致活動を展開していくほか、定住自立圏域内の広域連携による
誘致活動にも取り組んでいくなど、事業内容を拡充して実施します。
　経営計画：「企業立地推進事業」、「企業誘致圏域連携事業」

平成25年度実施内容

弘前情報チラシ配布事業
　平成24年度から制作しているパンフレットのほか、季節ごとの弘前市の魅力を紹介するチ
ラシも制作し、弘前PR応援サポーター及び行政機関や各種団体等と協働で配布したことか
ら、「工程表どおり実施」と評価しました。

決算額

平成25年度実施内容

封筒寄附募集事業
　市民税課の納税通知用窓付封筒の広告を募集し、予定どおり2社から応募があったた
め、「工程表どおり実施」と評価しました。

2-(3)-5

　目標指標である「配布枚数」及び「応援サポーター活動回数」の両指標とも達成割合が
100％以上であったことから、目標を「達成」と評価しました。

（２）弘前シティプロモーション
を推進するために、弘前の情
報を集約したチラシを作成
し、配布する。配布方法の仕
組みとして、個人又は団体・
企業を対象に「弘前ＰＲ応援
サポーター制度」に登録して
もらい、協働で様々な機会に
チラシ配布を行う。

目標

配付枚数　8,000枚(H25)

応援サポーター活動回数(H25)　50回

決算額

　シティプロモーションに本格的に取り組み始めたＨ24からの推移をみると、着実に目標を
達成しており、当市の認知度・ブランド力の向上に貢献したと考えられます。今後は、庁内
ワーキンググループや民間団体等の意見も聞きながら、パンフレットやチラシの掲載内容や
仕様、配布方法等に係る工夫・検討を行っていきます。

　「シティプロモーション用PR素材等の制作・活用」・「戦略的な情報発信体制の構築」の各
事業において継続して実施します。

平成25年度実施内容

2-(3)-6
北東北の中核都市として、民
間企業や公的団体の弘前市
への着実な立地を推進

　首都圏開催の産業立地フェアなどに参画し、当市の立地環境をＰＲ、出展社情報の入手
を行うとともに、企業訪問やひろさき仕事おこし応援隊のメンバーを訪問し、情報を収集す
るなど誘致活動を展開したことから、「工程表どおり実施」と評価しました。

　誘致に向けて企業訪問、情報取集を行いましたが、立地に至った案件はなく、目標を達
成することができなかったことから目標は「未達成」と評価しました。

目標

　弘前への企業・団体の立地
を図るために、ひろさき仕事
おこし応援隊・大学・各種団
体と連携して情報収集を行
い、企業や団体を訪問、当市
の各種優遇制度等をＰＲし誘
致活動を推進する。

誘致件数（H22～H25） 5件
1件（Ｈ22）、2件（Ｈ23）、3件（Ｈ24）
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No. 項目 自己評価

進捗率

Ａ

事務事業名 達成率

創業・起業支援事業 Ａ

実施内容 H22 H23 H24 H25

- - 設置 設置

- - 3人 5人

584 570 3,781 5,522

総括

経営計画
への反映等

No. 項目 自己評価

進捗率

Ａ

事務事業名 達成率

コミュニティビジネス・ソーシャ
ルビジネス支援事業

Ａ

実施内容 H22 H23 H24 H25

－ － 1件 1件

0 1,500 15 70

総括

経営計画
への反映等

No. 項目 自己評価

進捗率

A

事務事業名 達成率

店舗シェアリング支援事業 A

実施内容 H22 H23 H24 H25

－ 14店 19店 21店

0 3,679 4,907 4,869

総括

経営計画
への反映等

平成25年度実施内容

2-(3)-7

起業実践トレーニング道場の
実施と起業家交流プラット
フォーム（セミナー・交流会の
定期開催）構築

　創業・起業支援拠点として4月に「ひろさきビジネス支援センター」を開設し、創業・起業等
に関する相談業務の実施やセミナーを開催したことから、「工程表どおり実施」と評価しまし
た。

　ビジネス支援センターでの相談を通じて、 5名が起業していることから目標を「達成」と評
価しました。

目標

　起業人材の育成と起業しや
すい環境を整え、起業する市
民を増やす。
・創業・起業支援拠点の設置
・専門家を招へいし、創業・
起業に係る相談を受付
・創業・起業に必要な知識を
学ぶ講習会・セミナー等を開
催
・既存補助金等による資金的
支援

創業・起業支援拠点の設置

相談やセミナー等を受講した市民から、起業した人数
2人/年

決算額

　「ひろさきビジネス支援センター」を設置し、専門家による個別支援や研修会等を開催し
たことで、地域における創業支援の環境整備が図られ、目標を上回る起業家が輩出される
など、取り組みの成果が表れてきています。

　引き続き「ひろさきビジネス支援センター」を中心とした創業・起業支援を継続して実施す
るほか、UＪIターンによる創業・起業を推進するための支援制度を整備します。
  経営計画：「起業・創業支援拠点運営事業」、「ひろさきUＪIターン起業支援事業」

平成25年度実施内容

2-(3)-8

地域資源の活用、地域課題
の解決に取り組むコミュニティ
ビジネスやソーシャルビジネ
スの育成

　「ひろさきビジネス支援センター」において、ＣＢ・ＳＢの相談に対応しているほか、CBセミ
ナーを開催していることから、「工程表どおり実施」と評価しました。

　法人化したＮＰＯがコミュニティビジネスを事業化したことから、目標を「達成」と評価しまし
た。

目標

　新規出店数累計が21件に達し、目標を「達成」と評価しました。

目標

　地域資源の活用、地域課
題の解決に取り組むコミュニ
ティビジネス（CB）やソーシャ
ルビジネス（SB）を育成する。
・普及啓発事業（CB・SBの創
業機運を高めるセミナー等の
開催）
・事業実施団体等支援事業
（CB・SBに取り組む団体等に
対し、コーディネートや補助
金等の活用など、各種支援
策を検討・実施）

普及啓発活動や支援事業等により、コミュニティビジネ
スが起業化した数　1件/年

決算額

　ＣＢセミナーの開催等により普及啓発を行いつつ、実際の事業化に向けて個別支援を
行ったことで、事業化に至った事案が生まれてきており、地域課題をビジネスの手法で解決
するCBの考え方は徐々に浸透してきているものと考えます。

　CBも一つの創業・起業の形態であり、「ひろさきビジネス支援センター」において個別支
援を中心に、創業・起業支援の枠組みの中で取り組んでいきます。
　経営計画：「起業・創業支援拠点運営事業」

　起業家を育成するため、店
舗スペースを細分化し、低家
賃で貸し出す店舗の設置者
を支援し、起業を目指す者が
出店しやすい環境を整備す
る。
　また、起業実践トレーニング
道場の実施と起業家交流プ
ラットフォームと連携した支援
策を進める。

新規出店数累計　20店

決算額

　出店数は事業開始から順調に推移し、起業家を輩出するなど成果を収めました。また、
「ひろさきビジネス支援センター」を土手町中心部に移し、創業・起業を目指す市民や、地
域で事業を営んでいる方などに対し、経営等に関する相談、各種産業情報の提供が図ら
れました。今後、シェアリング店舗の利便性の向上や環境整備を行い、シェアリング店舗の
さらなる活用促進を図る必要があります。

　起業を目指す方を支援するため、経営計画においても店舗シェアリング支援事業や「ひ
ろさきビジネス支援センター」を活用した経営相談等を継続して実施していきます。また、店
舗シェアリング事業においては、多様な業種に対応するよう受入体制の充実を図ることと
し、新規店舗設置者への支援も行っていきます。
　経営計画：「店舗シェアリング支援事業」

平成25年度実施内容

2-(3)-9
店舗スペースのシェアリング
による起業サポート

　シェアリング店舗の設置者に対し補助金を交付し、起業を目指す方が出店しやすい環境
が整備され、当スペースの効果的な活用が図られたことから、「工程表どおり実施」と評価し
ました。
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No. 自己評価

進捗率

Ａ

達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

26,505 10,530 16,610 14,752

事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

6店舗 5店舗 6店舗 10店舗

26,505 10,530 16,610 14,752

総括

経営計画
への反映等

事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

- - 1,322 1,355

0 0 0 0

総括

経営計画
への反映等

項目 平成25年度実施内容

☆
2-(3)-10

空き店舗対策の推進

　施策を構築する2事業においてそれぞれ「工程表どおり実施」と評価しました。

　構築する2事業について、いずれも目標を「達成」と評価しました。

決算額

決算額

　事業開始から多くの申し込みが寄せられ、すべての年度において目標を達成しており、
十分な成果を収めました。今後は、出店後のフォローアップの充実を図り、より実効性の高
い制度運営を図る必要があります。

　すべての年度において申込件数が多く、ニーズが依然として高いことが窺えるため、経営
計画においても継続事業として位置付け推進していきます。また、当該事業に係る空き店
舗率については、経営計画に位置付けている中心市街地活性化基本計画策定推進事業
における当該計画の指標の１つとして位置付ける予定であり、中心市街地の賑わい創出の
ため、当該事業を通じて新規店舗が出店しやすい環境を構築し新規出店を促進していくと
ともに、出店後の経営状況について毎年ヒアリングを行う等、フォローアップを徹底して行っ
ていきます。
　経営計画：「空き店舗活用支援事業」、「中心市街地活性化基本計画策定推進事業」

平成25年度実施内容

空き店舗活用支援事業
　事業者のニーズ等を踏まえ、補助対象要件の見直しなどを行った結果、空き店舗の活用
促進が図られ、より多くの新規出店につながったことから、「工程表どおり実施」と評価しまし
た。

　新規出店数が10店舗で目標を「達成」と評価しました。

(1)中心市街地の空き店舗を
解消するために、新規出店に
要する改装費の一部を支援
する。

目標

新規出店数　5店舗/年

平成25年度実施内容

空き店舗データバンク事業
　平成22年度10月から、商店街振興組合等と連携して一定の空き店舗情報を収集し、平
成23年2月から弘前感交劇場ポータルサイト（Ring-o web）を活用した情報提供を行ってい
ることから、「工程表どおり実施」と評価しました。

　経営計画で位置付けている空き店舗活用支援事業を効果的に推進する施策として有効
であることから、引き続きサイトを活用した情報提供を行っていきます。
　経営計画：「空き店舗活用支援事業」

　閲覧者数が1,355人で目標を「達成」と評価しました。

(2)中心市街地の空き店舗を
解消するために、商店街振
興組合などと連携しながら、
中心市街地全域の空き店舗
を把握し、広く発信しながら
出店希望者とのマッチングを
図る。

目標

閲覧者数　1,200件/年

決算額

　空き店舗・未利用地の情報の集約や地権者と利用・取得希望者のマッチングを支援する
ことで、空き店舗の活用促進を図ることができました。今後も商店街や不動産業者等と連携
し、空き店舗に関する情報収集・提供の充実を図る必要があります。
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No. 項目 自己評価

進捗率

Ａ

事務事業名 達成率

食産業育成事業 Ａ

実施内容 H22 H23 H24 H25

- 130件 135件 147件

- 26件 18件 15件

- 118件 130件 135件

- - 1回 1回

0 3,914 10,181 9,592

総括

経営計画
への反映等

No. 自己評価

進捗率

Ａ

達成率

Ａ

事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

- - - 3件

0 0 500 190

総括

経営計画
への反映等

商品化件数　10件/年

商談件数　　30件/年

グルメコンテストの開催　1回/年

決算額

　農商工連携や6次産業化に取り組みやすい支援事業が整ったことで、意欲的な生産者、
事業者が増え、国の6次産業化認定件数も東北最多となるなど、新規事業に対する意識が
高まっています。
　今後は、商品開発や販路開拓など、各々の主体が抱える経営課題に対して個別支援を
行いながら、当市における食産業の強化方針を策定し、地場産品の加工度と競争力を高
める産業基盤を整備することが必要と考えています。

　食産業育成事業のうち、6次産業化関連事業は農林部へ移管します。展示会出展事業な
どの一部事業は継続しますが、食産業の強化方針を策定する新たな事業を経営計画に位
置づけします。
　経営計画：「産業競争力推進事業」、「食産業育成事業」、 「6次産業化支援事業（なりわ
いづくりⅠ農林業振興）」

平成25年度実施内容

☆
2-(3)-11

農商工連携等による食産業
の育成

 　農商工連携や6次産業化に取り組む事業者に対して、アドバイスやコーディネートを行う
専門家派遣事業を実施しています。また、生産者と商工業者の連携を促進するセミナーや
展示商談会、新ご当地グルメの普及を図るイベントを開催しています。以上のことから、「工
程表どおり実施」と評価しました。

　相談件数、商品化件数、商談件数、グルメイベントの開催について、当初の目標を上回る
ことができました。よって目標を「達成」と評価しました。

目標

　外部の専門家を活用しなが
ら、商品開発等に係るアドバ
イスやコーディネート活動を
実施し、農商工連携や６次産
業化を促進する。
　また、生産者と商工業者と
の交流や販路開拓の支援を
行うほか、地元食材等を活か
した新しい郷土グルメの開
発、普及促進を図る。

相談件数　100件/年

　目標の「ものづくり産業振興事業数」を上回ったことから、目標を「達成」と評価しました。
（１）東日本大震災の影響や
円高の進展など、国内の製
造業を取り巻く厳しい状況を
踏まえ、国内外の動向や主
に当市製造業の現状、将来
の見通しやこれからのものづ
くり産業の発展に向けた調査
を行い、その結果に基づき、
ものづくり産業に対する積極
的な振興策を展開する。
・伝統産業の販路開拓・拡大
を支援することにより、販売額
の向上や雇用・人材育成（技
術継承）へ繋げ、地域地場産
業の活性化を図る。
・縫製関連企業が多く集積す
る地域であることから、ものづ
くり産業の振興策のひとつと
してアパレル産業の産地化
へ向けた取組みを推進する。

目標

ものづくり産業振興事業数　3件/年

項目 平成25年度実施内容

☆
2-(3)-12

ものづくり産業の振興

　伝統産業の振興については、「ひろさき工芸品販路開拓・拡大支援事業」として3名のクラ
フトコーディネーターを登用し、各々の事業実施を通じて、伝統産業の販路開拓・拡大に
様々な角度から取り組みました。アパレル産業の振興については、市内の縫製企業が一体
となった協議会が設立され、協議会が取り組む事業への支援を行っていることから「工程表
どおり実施」と評価しました。

　伝統産業の振興については、クラフトコーディネーターによる事業実施により、ブランド
マッチングを含めた新商品の開発や伝統工芸品のPRが展開され、地域地場産業の活性化
が図られました。アパレル産業の振興については、弘前市縫製企業協議会と懇談会を実
施したほか、縫製関連産業の振興を目的とした支援制度を今年度新たに創設済みである
ことから目標を「達成」と評価しました。

決算額

　ものづくり産業を当地域の特色ある産業の一つとして成長、発展させ、雇用の確保、地域
産業の活性化を図るため、技術向上、人材育成等の事業に対し支援することができまし
た。このような地域の特色ある産業のより一層の振興を図る取り組みが求められています。

・「ひろさき工芸品販路開拓・拡大支援事業」は、総合的な物産振興を図ることから「物産の
販路拡大・販売促進事業」の一つの事業に位置づけ、「ＢＵＹひろさき運動」、「物産振興対
策事業」と連携した事業に取り組みながら全市的な物産振興を図っていきます。（経営計
画：「物産の販路拡大・販売促進事業」）
・アパレル産業を地域を牽引する重点３分野の産業の一つとして位置付け、産業の強化方
針を策定するほか、地域を支える特色ある産業として育成するための支援を継続して実施
します。（経営計画：「産業競争力推進事業」、「アパレル産業育成事業」）

平成25年度実施内容

ものづくり産業振興事業
　「ひろさき工芸品販路開拓・拡大支援事業」により伝統工芸品PR、販売促進事業を展開し
ました。また、アパレル産業振興費補助金を創設し、アパレル業界の技術力向上や人材育
成のための支援を行ったことから「工程表どおり実施」と評価しました。
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事務事業名 自己評価

進捗率

Ａ

実施内容 達成率

Ａ

H22 H23 H24 H25

- - 51件 57件

- - 6件 5件

- - 23件 15件

0 0 6,639 8,882

総括

経営計画
への反映等

平成25年度実施内容

ものづくりコーディネート事業
　ものづくりコーディネーターによる中小企業者の課題解決や企業間連携の促進、補助制
度による研究開発支援及び展示商談会での域外への販路開拓支援を展開したことから、
「工程表どおり実施」と評価しました。

　精密・医療産業を地域を牽引する重点３分野の産業の一つとして位置付け、産業の強化
方針を策定するほか、外部専門家を活用したコーディネート事業の展開により、ものづくり
中小企業の経営の安定と強化を図っていきます。
　経営計画：「産業競争力推進事業」、「精密・医療産業育成事業」

　「訪問件数」「試作・研究開発件数」「商談件数」の目標を上回ることができたことから、目
標を「達成」と評価しました。

（２）電子部品・デバイス、精
密機械加工等を中心とした製
造業の振興を図るため、外部
の専門家を起用し、企業訪問
による課題解決や企業間の
連携促進、新製品開発に係
る技術開発及び販路開拓を
支援する。

目標

訪問件数　20件/年

試作・研究開発件数　3件/年

商談件数　10件/年

決算額

　ものづくりコーディネーターの活用による経営改善、新製品・新技術開発や販路拡大等の
アドバイス支援を展開したことで、「ものづくり中小企業」の経営基盤の強化を図ることができ
ましたが、まだこうした取り組みに積極的な企業は少ないことから、地域における次世代を
担う成長産業の創出するうえでも、中小企業の育成、強化の取り組みが課題となっていま
す。
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